Zeugnisverweigerung des Berichterstatters über die Person des Gewährsmanns von Unterlagen by 石渡 哲
武蔵野大学学術機関リポジトリ　Musashino University Academic Institutional Repositry
報道関係者の取材源に関する証言拒絶権
著者 石渡 哲
雑誌名 武蔵野法学
号 5-6
ページ 83-110
発行年 2016-12-24
URL http://id.nii.ac.jp/1419/00000430/
報道関係者の取材源に関する証言拒絶権
石
　
渡
　　　
哲
一
　
はじめに
二
　
取材源の秘密の特性
　
1　
保護される利益
　
2　
取材源の開示による不利益
　
3　「取材源の秘密」の「職業の秘密」該当性
　
4　
証言拒絶権の根拠とな 規定
　
5　
現行民事訴訟法 立法過程 おける特則制定の動き
三
　
比較衡量論か比較衡量否定論か
　
1　
比較衡量論と比較衡量否定論 対立
　
2　
私見
四
　
余話
─
法律論ではないが
─
83
一
　
はじめに
　
民事訴訟における証人尋問で、取材源（情報提供者）について証言を求められた記者等の報道関係者は、証
言を拒絶できるか。本稿はこの問題、すなわち、報道関係者の証言拒絶権（ 「秘匿特権」といわれることもあるが、本稿では「証言拒絶権」の語を用いる
（1
（
）を考察の対象にする。この問題は、証言義務と証言拒絶権を規
定す 民訴法一九〇条・一九七条の解釈論上の問題であると同時に、憲法二一条が保障する報道の自由が関問題でもある。　
わが国の民事訴訟においてこの点が争われたことは、これまでに二度あった。最初は、新聞記事によって名
誉と信用を傷つけられたと主張する者が、その記事を掲載した新聞社に謝罪広告と損害賠償を請求した訴訟において、被告である新聞社側の証人となった同社の記者に、原告側が反対尋問で取材源を問う尋問 行ったのに対し なされた、証言拒絶の適否（旧民訴二八三 一項、民訴一九九条一項参照）が争われた事例である（次の表の「北海道新聞記者事件」 ） 。二度目は アメリカ合衆国の会社およびその役員等が、その会社が属する企業グループの日本の会社への課税に関して、日本で行われた報道によって、その会社 株価が下落しまた配当額が減少したため損害を受けたが、そ 原因 合衆国の国税当局の職員が日本の国税庁 事務官に対し、国税庁が日本の報道機関に違法に情報を漏洩するこ を知りながら、誤った情報を開示したことにあると主張 て、合衆国に対して提起した損害賠償請求訴訟を基本事件として、 際司法共助に基づき日本の裁判所で日本の報道関係者を証人と てなされた、取材源 問う証人尋問に対する証言拒絶の適否が争点になったことである。この報道は複数の報道機関によって行われたので、 は、それゆえ証言拒絶の適否に関す裁判も複数回行われ いる。これら 裁判を表にし のが、左の関連事件表である
（2
（
（ＮＨＫ記者事件以下の事
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件が、同じ事件を基本事件とする、一連の決定である。以下、それぞれの裁判は、表の太字の部分を用いて表記する。たとえば、 「北海道新聞記者事件抗告審決定」 ） 。
　　
　
なお、筆者はＮＨＫ記者事件許可抗告審決定（最高裁決定）の判例批評を発表する機会に恵まれ
た
（3
（
。本稿
は、判例批評においは十分に論じられなかった 項、説明の仕方が不十分なため、わかりにくかった箇所、および現在では見解を改めたい箇所があるため、新 に執筆したものである。このような事情で執筆したため、この判例批評と本稿には論述の重複があることをおことわりしておく。以下では、とくに前稿で表明した見解を改める場合のみ、前 の記述の箇所を注で示すことにする。
　
関連事件表
北海道新聞（島田
（4
（
）記者事件
第一審決定
札幌地決昭和五四年五月三〇日
判タ三八七号四八頁＝判時九三〇号四四頁
抗告審決定
札幌高決昭和五四年八月三一日
下民三〇巻五〜八号四〇三頁＝判タ三九 号四七頁＝判時九三七号一六頁
特別抗告審決定
最決昭和五五年三月六日
裁判集民事一二九号二五五頁＝判時九五六号三二頁
ＮＨＫ記者事件
第一審決定
新潟地決平成一七年一〇月一一日
判タ一二〇五号一一八頁
抗告審決定
東京高決平成一八年三月 七日
判タ一二〇五号一一三頁＝判時 九三九号二三頁
許可抗告審決定
最決平成一八年一〇月三日
民集六〇巻八号 六四七頁＝裁 所時報民事一 二一号一三頁＝判タ一二 八号一一四 ＝判時一 号 四頁
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読売新聞記者事件
第一審決定
東京地決平成一八年三月一四日
判時一九二六号四二頁
抗告審決定
東京高決平成一八年六月一四日
判時一九三 号二八頁
許可
最決平成一八年一〇月 七日
判例集未搭載
共同通信社記者事件
第一審決定
東京地決平成一八年四月二日
判例集未搭載
抗告審決定
東京高決平成一八年一〇月一九
判例集未搭載
月刊テーミス編集長事件
第一審決定
東京地決平成一八年五月二二日
判タ一二二〇号二四六頁
抗告審決定
東京高決平成一九年二月二二日
判例集未搭載
二
　
取材源の秘密の特性
　
現在では、報道関係者は取材源についての証言を、
基本的に
0000
拒絶できるという結論については、異論がな
い
（5
（
。この問題に関する北海道新聞記者事件およびＮＨＫ記者事 等、基本事件を同じくする一連の決定例にお
いても、同じ裁判官が担当した読売新聞記者事件第一審決定と月刊テーミス編集長事件第一審決定が一部の尋問につき証言拒絶を不適法としたほかは、証言拒絶が認められている。しかし、証言拒絶権が全面的に肯定さ
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れるのか、あるいは、否定される場合があるのか、あるとすれば、それはいかなる場合かについては、なお見解が分かれている。筆者は、これらの諸点につきい なる結論に至るかは、証言拒絶権により保護されるのはだれの利益 、取材源の開示によりいかなる不利益が生じるか、および、証言拒絶権を認める根拠 なる規定（条文）はなにかということと、密接に関わっていると考えるので、まずこれらの点を検討する。
1　
保護される利益
　
証言拒絶により保護されるのが、取材源の利益であるのか、報道関係者の利益であるのか、あるいは社会公
共の利益であるのかについては、議論の余地がある。現実には、報道関係者の証言拒絶がこれら三者の利益を保護する機能を果たしていること 否定できな 。　
まず、取材源の利益であるが、たしかに、取材源のなかには、自身が報道機関に情報を提供したことが明ら
かになることを厭わない者、さら はむしろこ ことを積極的 表明しようとする者も る
（6
（
。しかし、情報提
供の事実が判明すれば、不利益を受けるであろう者も多 。したがって、取材源に関する証言拒絶は取材源の利益に適う。　
次に、報道関係者の利益であるが、報道する意義ないし必要性のある情報を持っている者も、報道関係者の
証言拒絶権が認められなければ、情報提供の事実が開示される虞があり、提供を躊躇するであろう
（（
（
が、報道関
係者に証言拒絶権が付与されれば、安心して情報を提供するであろう。このように、証言拒絶権が認められることによって、報道関係者は取材源 の信頼関係を構築し、かつ維持して、そ 職務を遂行でき のであ から（後述の うに そのため、取材源の秘密は職業上の秘密と解される） 証言拒絶権 報道関係者の利益に
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8（
適っていることも、当然である。　
そして、自由な報道が行われることは、個人の知る権利の実現ために、それゆえ民主主義社会の成立のため
に必要不可欠であ から、取材源に関する証言拒絶権は社会公共の利益を保護するものでもある。　
取材源に関する証言拒絶権は、以上の諸利益のうち、第一義的には公共の利益を保護するものであり、取材
源および報道関係者の利益の保護は証言拒絶によ 反射的効果に過ぎないとの考え方が、支配的 ある
（8
（
。たし
かに、証言拒絶が憲法上保障されている報道の自由（憲二一条）を確保するために重要な役割を果たしていることを考慮するならば、公共 が重要視されることには十分な理由があるとい る。しかし、民主主義社会においては個人の尊厳が尊重 なければならず、公共の利益が当然に私益に優先すると考えるべきではない。また ここでいう公共の利益は、報道機関が報道の任務を遂行するからこそ実現され のである。かつ、報道の任務が障害 く遂行されるためには が安心して報道関係者 情報を提供できる環境が備わっていなければならない。すなわち、取材源の利益が守られることによって、報道関係者の利益が守られ、報道関係者の利益が守られること よって公共の利益が守られるの そうであ な ば、証言拒絶によって保護される取材源の利益 報道関係者の利益および社会公共の利益は 相互に切り離すことのできない、三位一体となったも であるといえ 。それゆえ、いずれかが さ べき本来の利益 り、他 利益の保護は本来の利益の保護 反射的な結果であるとみるのは、取材源に関する証言拒絶権 本質に適った見方とはいえない、と筆者は考え 。
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2　
取材源の開示による不利益
　
1で述べたように、取材源に関する証言拒絶は取材源の利益、報道関係者の利益および公共の利益のすべて
を保護するものである。それは、見方を換えれば、取材源の開示がこれらの利益を害するということでもある。このことは、当然のことのようであるが、利益がどのように害されるかを確認しておくことが、今後の検討のために必要である。　
まず、取材源の開示は、自分に不都合な報道をされた者からの取材源に対する報復を誘発する等、取材源に
とって不利益をもたらす危険がある。 の不利益は開示によって直接生じるものであ 。　
取材源の開示はまた報道関係者と取材源の間の信頼を崩壊させ、報道関係者の職務遂行の障害となる。そし
てその結果市民の知る権利も害される。取材源の開示 このよう 報道関係者と公共の双方にとっても不利益である。このことはたしかにだれもが認め ことである。しかし、注意しておかなければならないこ がある。それは、報道関係者は、証言 するか否かに関係なく、既に当該取材源から情報を得ており、報道もなされているのであるから、この不利益は、将来の
000
取材活動の障害になるという不利益であることである。この点
が、同じ不利益 も 取材源の受ける不利益が、先に述べたように 開示によって直接生じる と異 る。のことからまた、取材源の秘密が、民訴法一九七条一項三号が本来
00
予定している「技術または職業の秘密」と
相違しているということもできる。そして、私見によれば、後 のように（三
2（
2） ） 、この相違は、取材源
に関する証言拒絶権にいかな 制約が課されるかという点にも関連し得 も である。
`
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3　「取材源の秘密」の「職業の秘密」該当性
　
民訴法一九七条一項三号は、証人に「技術又は職業の秘密」に関する事項について証言拒絶権を付与してい
る。技術、職業の秘密のうち、本稿で問題になっている「職業の秘密」とは「その事項が公開されると、……当該職業に深刻な影響を与え以後その遂行が困難になるものをいう」 （最決平成一二年三月一〇日民集五四巻三号一〇七三頁。以下「平成一二年最決」とい
う
（9
（
） 。ただし、証言拒絶によって秘密が保護される職業は、社
会的・国家的に是認される正当なものでなければならない。たとえば、製造業における原料仕入れ先、製品価格の原価は職業の秘密として、それらに関する証言拒絶権が下級審裁判例において認められている
（（
（
が、覚醒剤
や違法薬物の製造・販売は社会的・国家的 是認される正当な職業とは認められな ので、原料の仕入れ先・価格、顧客等について証言拒絶権が認めら ることは い
（（
（
（ただし、現実の訴訟でそのような事項について証
人尋問がなされることは、あまりないであろうが） 。　
ところで、社会的・国家的に是認される職業の中にも、公益性の強い職業からそうでない職業まで、さまざ
まなものがある。証言拒絶権が認められるか否かは、当該職業の公益性の強弱によって決ま という考えもあり得る。しかし、公共性の強弱は必ずしも明確でないので、これを基準にして職業の秘密の該当性を判断することは、きわめて困難である。また、民訴法一九七条一項三号は「 秘密 にこのよう 区別を設けてない。これらのことを考慮すると、筆者 、 が社会的・国家的に是認され のであれば、その職業の秘密について一律に証言拒絶権が認められると考える。こ ような私見に対しては、職業が社会的・国家的に是認されるものであるか否かも、ときに不明確な場合があるか 、一貫性 欠けるとの批判が考えられる。しかし、社会的・国家的に是認できない職業を保護す わけにはいかないし、また、こ 判断 、公益性の強弱
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ついての判断に比べれば、容易である。したがって、証言拒絶が認められるか否かの裁判（民訴一九九条一項）にあたり、前者の判断は必要であり、後者の判断は不要であると解すべきである。　
以上の職業の秘密の一般的な定義を取材源の秘密に当てはめると、既に述べたように、取材源が開示されれ
ば、取材源と報道関係者の間 信頼が崩壊し、報道関係者の職務の遂行は著しく困難または不可能になるので、取材源の秘密は職業の秘密に該当するということができる。　
ただし、報道される内容にはさまざまなものがあり、各報道が公共の利益に関わる程度も千差万別である。
国内もしくは国際的な政治や経済に関わる報道はこの程度が高く、芸能人のゴシップ記事等は低いといえしかし、職業のなかで、社会的・国家的に是認されない職業については証言拒絶権を認めるこ はできないが、それ以外の職業については、その公益性を考慮せずに 職業の秘密が認められるとする、前述の筆者の立場によれば、ゴシップ記事における取材源についても、証言拒絶権が肯定されることになる
（（
（
。
4　
証言拒絶権の根拠となる規定
　
いずれにしても、取材源の秘密は職業の秘密に当たり、それゆえ民訴法一九七条一項三号 取材源に関する
証言拒絶権の根拠になる。　
学説の中には、取材源の秘密は職業の秘密に当たると同時に、同条同項二号所定 医師、弁護士等の職にあ
る者の職務上知り得た事実と同様のものであるとして 二号も適用されると解するもの あ
る
（（
（
。このような
見解に対して、二号では職業が限定的に列挙されているの 公認会計士（会計士二七条） 税理士（税理士三八条） 、調停委員（民調三七条、家事二四八条四項）等、守秘義務が民事訴訟法以外 法令 より明示的に
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定められている職業は別として、それ以外の職業に同号を適用することは、立法論としてはともかく、現行法の解釈論とし は無理である するのが、多数説である
（（
（
。
　
しかし、取材源と報道関係者の関係は、その信頼関係に基づいて一方が他方に自分の秘密を明かした患者と
医師、依頼者と弁護士等の関係に共通するも ある。また、たしかに報道関係者について取材源に関する守秘義務を定める明文規定はない。しかし、取材の自由は憲法二一条の趣旨 照らして尊重されるべきとされている
が
（（
（
、このことから、取材源に関する報道関係者の守秘の
権利
00
が憲法二一条から生じると解することがで
き、報道関係者の立場には、医師等の明文規定で守秘義務
00
を定められた者の立場に、また取材源の立場には患
者等の立場に類似する面があり そ ゆえ、報道関係者と取材源の関係に民訴法一九七条一項二号を類推適用することが可能であると解することができる。ただし、そのように解すると、取材源に関する証言拒絶権が二つの規定（条文）を根拠として認められることにな 。 かし同じ内容の権利または義務の根拠となる規定が複数存在 はあり得ないことではない。た えば 本稿で検討される問題とは直接関係ないことだが、同じ文書が利益分書であると同時に法律関係文書でもあ として、文書提出命令 発令されたことがある
が
（（
（
、
この場合には文書提出義務が旧民訴法三一二条三号前段 後段（現行民訴法二二〇条三号前段と後段 相当する）の二つの規定によって基礎付けられている。
5　
現行民事訴訟法の立法過程における特則制定の動き
　
現行民事訴訟法の立法過程において法務省は、報道関係者の取材源に関する証言拒絶権について特則を設け
ることを提案した。まず、一九九一年（平成三年 一二月 務省民事局参事官室から発表された「民事訴訟手続に関する検討事項」において、 「報道関係者にも一定の範囲内で証言拒絶権を認める等第二八一条第一項
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第二号（現行民訴一九七条一項二号に相当─カッコ内筆者）の証言拒絶権者の範囲を拡張する」ことが提案され
た
（（
（
。次いで、一九九三年一二月に発表された「民事訴訟手続に関する改正要綱試案」においては、 「新聞、
通信、放送その他の報道の事業の取材又は編集の業務に従事する は、取材源に関する事項で黙秘 べきものについて 証言を拒絶することができるものとする」ことが提案された
（（
（
。すなわち、先に発表された「民事訴
訟手続に関する検討事項」では、報道関係者にいかな 事項について証言拒絶権が付与されるかが明確にされていなかったが、次いで発表された「民 訴訟手続に関 改正要綱試 」では取材源に関して証言拒絶権が付与されることが明確にされた、言い方を換えれば、証言拒絶権の対象 絞り込まれたのである。　
しかし、結局報道関係者の証言拒絶権の明文化は実現しなかった。その点について、日本新聞協会が、対象
を取材源に限定せず、取材内容一般について証言拒絶権を認めるよう求めたことが原因であると 報告がなされている
（（
（
。
　
先に述べた取材源に関する証言拒絶権の特性、および報道関係者と取材源の関係に医師と患者の関係等に類
似する面があることからすると、筆者は、旧民事訴訟法二八一条 項二号（現行民訴一九七条一項二号）に報道関係者の取材源に関する証言拒絶を含ませることは妥当であり それが実現しな ったことは遺憾であっと考える。
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三
　
比較衡量論か比較衡量否定論か
1　
比較衡量論と比較衡量否定論の対立
　
取材源の秘密は、前述のように、職業の秘密である。ところで、職業の秘密であれば、それだけで、それに
関する証言拒絶権が認められると解する立場と、証言拒絶権が認められるのは職業に関する秘密であっても、保護に値する秘密に限られると解する立場の対立がある。後者によれば、職業の秘密のうち保護に値するか否かは、各種の利益状況を比較衡量して決せられるので、本稿では後者を「比較衡量論」とい （ 「利益衡量論」の語が用いられてい 文献もある） 。前者は、このような比較衡量をせず、職業の秘密と認められる事項 ついて 証言拒絶を認めるので、 「比較衡量否定論」という。　
この点は、必ずしも取材源についての証言拒絶についてだけ問題になるのではなく、技術または職業の秘密
に基づく証言拒絶権一般において問題になり、また旧民事訴訟法の下でも論じられていたが、現行民事訴訟法の下では、前述の平成一二年最決を契機として議論が活発になったといえよう。平成一二年最決によ 技術および職業の秘密の定義は、その後の文献においてもしばしば引用される
が
（（
（
（筆者も先に引用した） 、同決定が
比較衡量論を採っている か 比較衡量否定論を採っ いるのかは、決定理由 記述が必ずしも明瞭でなかったため、解釈が分かれ た
（（
（
。しかし、ＮＨＫ記者事件許可抗告審決定において、最高裁が比較衡量論を採る
ことを明確にし、その後、その後 判例 比較衡量論を採ってい
（（
（
。ただし、ＮＨＫ記者事件と基本事件を同
じくする一連の決定のうち、読売新聞記者事件第一審決定、同抗告審決定、月刊テーミス編集長事件第一審決定は比較衡量否定論を採っている
（（
（
。学説においても比較衡量論
（（
（
が多数説であるが、比較衡量否定論
（（
（
も有力であ
武蔵野法学第 5・6号
94
る。また、ＮＨＫ記者事件許可抗告審決定を契機として発表された学説の中には、比較衡量論を採る同決定の射程は取材源の秘匿に限定され、職業の秘密一般には及ばないと主張する学説もある
（（
（
。
　
比較衡量論の基礎には、まず、証言拒絶が裁判の公正を妨げる可能性があること、および、公正な裁判が行
われることは公共の利益に適っている、言い換えれば、裁判の公正が害されることは、公共の利益に反するという考え方がある。すなわち、秘密が保護に値する秘密であって、証言拒絶が認められるのは、その秘密が裁判の公正を害しても守るに値するものである場合であ というのである。　
このような基本的な考え方に基づいて、取材源に関する証言拒絶権の場合につき、判例集に搭載されたこの
問題に関する唯一の最高裁判例であるＮＨＫ記者事件許可抗告審決定
（（
（
は、以下の諸点が衡量の基準になると判
示している。 なわち、①当該報道が公共 利益 関するものであること、②ⅰ取材方法が刑罰規定に触れるか、②ⅱ取材源が開示を承諾している等の事情がないこと、③ⅰ当該民事事件が社会的意義や影響のある重大事件であるため、当該取材源の秘密の社会的意義を考慮してもなお公正な裁判を実現すべき必要性 高く、③ⅱそのために当該証言を得ることが必要不可欠であるといった事情 認められないこと る。これらのうち、①は、それが備わっていることが、証言拒絶権が認められるための要件であるという意味 、積極的要件である。②と③は消極的要件であ 。②ⅰと②ⅱは、いずれか一方が備わってい ば、証言拒絶権が認められず、③ⅰと③ 両方 ることによって、証言拒絶権が認められないことにな 。
2　
私見
　
筆者は比較衡量論に賛成できず、比較衡量否定論を支持する。以下にその理由を示す。そのさい、ＮＨＫ記
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者事件許可抗告審決定が比較衡量の基準とすべきとして掲げる事項（前述の①、②ⅰ、②ⅱ、③ⅰ、③ⅱ）について検討するが（それぞれにつき反論し、または疑問を提起す ） 、検討の順序は、同決定における順序と異なることをおことわりしておく。　（
1）　
裁判の公正についての考え方
　
前述のように、比較衡量論は、証言拒絶が裁判の公正を害する可能性があること、および公正な裁判なされ
ることは公益に適っているということを、前提にしている。　
公正な裁判とは、真実に基づいた裁判であり、真実とは、客観的な事実であるというのが 一般的な理解で
あろう。このような考え方によれば、証言拒絶は真実に即 た事実認定の障害になり得るものであり、したがって公共の利益を害する虞を孕んだものであ いうこと なる。証言拒絶によって られる利益とこれにより失われる不利益 比較が、証言拒絶権を認めるか否かの基準に とされるのは、このためである。　
しかし、証言拒絶が客観的な事実に適う事実認定の障害にな 得るこ 当然に予測されるこ である。
証言拒絶権を認める立法がなされたということは、そもそも法 客観的な事実に基づく裁判がなされること以上に重要な守るべき利益がることを認めたためであ 。このように、訴訟法の立法者が、それによれば客観的真実に反する事実認定がなされ 可能性があることが当然予測される規定を設けているということから、わわれは、訴訟における真実とは、訴訟法規に従って適正 認定された事実であると考えるこ できる、あるいはそのよう 考えざるを得な
い
（（
（
。そうであるとすれば、証言拒絶が裁判の公正を害する可能性があるとい
う、比較衡量論の前提はそもそも成り立たないということができるであろう。
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　（
2）　
事件の社会的重大性
　
　
③ⅰの、当該民事事件が社会的意義や影響力のある重大な民事事件であるため、当該取材源の秘密の社会的
意義を考慮してもなお公正な裁判を実現すべき必要性が高いことが、証言拒絶権が認められるための消極的要件になっていることについて、筆者は以下のように考える。　
第一に、民事訴訟は 権利者の処分可能である私法上の権利の保護ないし実現のための手続であるから、当
該事件の当事者の利益（私益）を超えて社会的意義や影響のある民事事件は、その「意義や影響」を、法律的かつ直接的なものと解するかぎり、そもそも存在しな
い
（（
（
。たしかに、社会的意義や影響力のある事件として、
同様の被害者が多数存在する薬害や公害に関する訴訟が示唆されることがある
（（
（
。しかし、これらの訴訟の判決
の既判力、執行力等の効力は他の被 者に及ばない（民訴一一五条一項、民執二三条） 。たしかに、同じ薬害、公害について先に確定判決が出た場合、その判決が同じ原因の被害者が提起する後の訴訟に影響を及ぼすことはあり得る。これは判決の波及 と呼ばれている。しかし波及効 あくまで事実上の効果であり
（（
（
、当該訴訟で
当事者になっていなかった者には既判 等の判決の法的効力は及ばない。した って 薬害・公害事件であることを理由 証言拒絶権を否定することはできな 。　
第二に、ＮＨＫ記者事件をはじめとする 連の決定例の基本事件はアメリカ合衆国において、同国 国税当
局の職員が誤った情報を開示したことにより損害を受けたとする者が提起した であり、わが国の公権力行使に基づく損害賠償を請求する国家賠償事件（国賠一条一項）に当たるものであ 。ＮＨＫ記者事件許可抗告審決定で最高裁は、基本事件は株価の下落を理由とする損害賠償請求であ ことを、基本事件が社会的に重要な事件でないことの理由とし
（（
（
。しかし、国家賠償事件は、もとより個人の損害賠償請求事件ではあるが、個
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人が違法な公権力の行使に対抗するものであり、公権力の行使に対する監視の機能を果たすものである。筆者は、前述のように、もともと民事訴訟には、比較衡量論が主張するような、社会的意義や影響のある事件はないと考える 、仮にそのような事件があるとすれば、まさに国家賠償事件がその典型例になるのではないかと考える。　
第三に、社会的意義や影響のある事件であることを証言拒絶権成立の消極的要件とすることは、以下の観点
からも問題である。たしかに、このような事件においてこそ、裁判は真実に基づいてなされなければならないから、証言拒絶によって真実発見が妨げられることは避けなければならず、証言拒絶が認めら いのは当然であるという考え方も り得る。むしろそ 考え方が社会では支配的であるかも知れない。しかし、取材源についての 権が認められるのは、前述 よう 、
─
取材源および報道関係者の利益のためでも
あるが、同時に
─
報道の自由を確保することにより公共の利益を守るためでもある。すなわち、証言拒絶権
が認められるのは、情報を有する者 報道機関へ 情報提供を躊躇なく行うことを可能にし、それによって報道の自由を実現することにある。そうであるとすれば 比較衡量論を採る者が考える社会的 重要な事件においてこそ、証言拒絶権を認める必要性が大きい ずである。 で証言拒絶を認めず、取材源を開示させる とは、
当該事件をめぐる
00000000
事実関係の解明には役立つとしても、社会的に重要な事項に関するほど
人々に情報提供を躊躇させ、証言拒絶権を認める本来の趣旨が害されることに るの ある。筆者は、前述のように、民事事件には社会的に重要な事件はないと考えているが、た かに、その判決が社会的に事実上大きな影響力を持つ 件はある（前述の薬害訴訟、公害訴訟および国家賠償訴訟はそ 例といえる） 。そのような事件においてこそ、報道の自由 大きな意味 持ち それゆえ証言拒絶権を認める必要性 大きいはずであ
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る。このことは、取材源の開示による報道関係者および公共にとっての不利益が、前述のように（二
2） 、技
術および職業の秘密について証言拒絶権が認められる通常の場合と異なり、将来に向かって生じるものであることによ のである。　
第四に、ＮＨＫ記者事件許可抗告審決定が、③ⅰで、事件が社会的に重大事件であることを、証言拒絶権を
認めるための消極的要件としながら、①では、報道が公共の利益に関するものであることを、積極的要件としていることにも、疑問の余地がある。なぜなら、社会的に重大な事件ほど、その報道は公共の により大きく関わってい といえるので、両者は矛盾しているように思われなくもないからである。しかし この点は、①の意味を、重大な出来事が報道されることは、もちろん必要であるが、それらを含む種々の出来事が報道されることが公共の利益に適うという意味に解釈すれば、矛盾とはいえないであろう。ただし、①がそのような意味であるならば、わざわざい までもないことで ないだろうか。ちなみに、ＮＨＫ記者事件許可抗告審決定は理由中で、 「本件ＮＨＫ報道は 公共 利益に関 る報道であることは明らかであ」る、と述べているが、その意味するところは必ずしも明瞭でない。率直に読めば、ＮＨＫの報道であれば、当然に公共の利益に関するということになる あろう。 かし、はたして単純 そう断言して のかは、疑問である。　（
3）　
証拠の必要性、代替証拠の有無
　
比較衡量論は、証拠（証言）の必要性、代替証拠の有無も証言拒絶権消長の基準だとする（③ⅱ） 。しかし、
必要性を欠く証拠につ ては、もともと証拠調べの可否が問題になることはな
い
（（
（
。むしろ、代替証拠がなく
て、証言が「真実発見」に必要不可欠 思われるときに、証言拒絶を許すこと そ、証言拒絶権の存在意義
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がある。　
なお、理論的には、代替証拠はあるが、その証拠調べには多くの時間と労力を要し、証言があれば簡単に真
実を突き止められるという事態も考えられる（具体的な事例を想定することは、筆者には難しいが） 。その場合でも、法が証人に証言拒絶権を付与しているということは、証言により真実を追究する道を閉ざしていることと考えざるを得ない。　（
4）　
取材方法の刑罰規定抵触
　
②ⅰの取材方法が刑罰規定に触れるとは、記者等の報道関係者が執拗なまたは狡猾な取材活動を行い、強要
罪（刑二二三条）や国家公務員に対す 秘密漏えいのそそのかしの罪 国公一一一条）等により罰せられるべき場合のことである。ＮＨＫ記者事件許可抗告審決定の調査官解説には、この場合の例として、新聞記者がそそのかしの罪で罰せられた、著名な外務省秘密漏えい事件
（（
（
が引用されている
（（
（
。取材の自由の重要性および、そ
れが憲法上保障されていることからして たしかに、取材活動 違法性 判断には慎重でなければならない。しかし、取材活動であることが当然の免罪符になるわけではなく、取材活動が刑罰規定に触れることもあり得る。そのような取材活動を行った報道関係者の利益は保護に値し いということはでき 。　
しかし、報道関係者についてはそ ようにいうことができるとしても 取材源 立場も考慮されなければな
らない。たとえ情報の提供が報道関係者側の強要罪やそそのかしの罪 よる結果である も、情報提供の事実が判明す ことが、取材源にとって迷惑なこともあろう。さら 、たんに迷惑と うに止まらず、憲法一三条が保障する個人の尊厳や自由権 侵害にな もあり得る。また、強要もそそ かし 受けることな
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く、自由な意思によって情報を提供した者は、取材源であることを開示されないのに、強要されまたはそそのかされて情報を提供した者は、提供の事実を暴かれてしまうというのは、衡平で くかつ妥当でない。　（
5）　
取材源（情報提供者）の刑罰規定抵触
　
読売新聞記者事件第一審決定および月刊テーミス編集長事件第一審決定においては取材源の情報提供が刑罰
規定、具体的には公務員の守秘義務違反（国公一〇九条一二号・一〇〇条一項・法人税一六三条）の場合証言拒絶権を認めなかった。このことは、 （
4）で検討された取材方法の、したがって報道関係者側の刑罰規
定抵触と混同される虞があるが 前記の二つの決定例が問題にしているのは、取材源の行為が刑罰規定に触れる場合であって、両者は別のことである
（（
（
。
　
読売新聞記者第一審決定等が、取材源の情報提供が刑罰規定に触れる行為であった場合に証言拒絶権を否定
した理由は、刑罰法規に違反する情報提供をした者は保護 値せず また、このような場合の取材源の開示犯罪行為の予防になるということであった。しか 、た え取材源の報道機関への情報提供が公務員の守秘義務違反等の刑罰法規 触れるとしても、報道の自由が尊重されるべきことを考慮するならば、そのことだけによって報道機関の証言拒絶権を否定すべき は い
（（
（
。
　（
6）　
取材源の承諾
　
②ⅱの、取材源の開示に関して取材源自身が承諾した場合について、筆者は承諾に り証言拒絶権はなくな
ると考える（筆者は、比較衡量論を採 ＮＨＫ記者事件許可抗告審決定に反対で あるが、この点に するか
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ぎり、同決定と同意見である） 。　
取材源に関する秘密が職業の秘密と解される理由は、前述のように、証言により取材源が開示されると、取
材源と報道関係者の間の信頼が崩壊し、報道関係者にとって以後の取材活動が不可能または著しく困難になることにある。取材源自身が開示を承諾しているときは、開示によってこの信頼関係が崩壊することはない。これが、承諾のあるときは証言拒絶権がなくなる と筆者が考える根拠である。　
なお、筆者は、前述のように、取材源に関する証言拒絶権は、ただ報道関係者の利益を守るだけのために認
められているのではなく、 の利益 守るものでもあり、それゆえ、この証言拒絶権は民訴法一九七条一項三号によって根拠付けられるとともに、同条同項二号の類推適用によっても根拠付けられるものであると考えている。取材源 利益の擁護という点からすると、取材源が開示を承諾しているときは、証言拒絶を認める必要がな こと な （民訴一九七条二項
（（
（
） 。このことからも、証言拒絶権は消滅すると解される。
　
ただし、取材源の承諾は、以下の理由により、明確になされていなければならない。すなわち、取材源の秘
密が職業の秘密とし 証言拒絶 認められ （民訴一九七条一項三号により認められる）のは、繰り返し述べているように、報道関係者が以後の取材源からの信頼を確保するためである。そして、ここで守られるべき信頼関係は、その訴訟で証人になっている報道関係者 彼に情報を提供した取材源の間の信頼 はなく 報道関係者一般と将来取材源になり得る人々、それゆえ社会一般との信頼関係である。 たがって、取材源の承諾は、承諾があったことが、社会一般、すなわち外部 も明確に知り得 ような形 なされなけ ばならず安易に黙示的な承諾があったとして、証言拒絶権を否定するようなこ があってはならない
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　（
7）　
比較衡量論に従った場合の予測可能性
　
比較衡量否定論の立場からは、比較衡量論に対して、同説によると証言拒絶が可能か否かの予測が困難にな
るとの批判が提起されている
（（
（
。たしかに、なにごとについても、法に従って問題を処理する場合に、いかなる
判断がなされるかが、あらかじめ容易に予測できることが望ましい。しかし、合理的な必要性があるならば、事前の予測が困難でも、利益衡量をしなければならない も、あり得ることである。したがってこの点は、比較衡量否定論のための決定的な根拠では い。言い換えれば、比較衡量論の致命傷となる欠陥ではない。
四
　
余話
─
法律論ではないが
─
　
取材源に関する証言拒絶権について筆者が関心を持つようになったのは、前述のように、平成一八年に出さ
れたＮＨＫ記者事件許可抗告審決定の判例批評
（（
（
を執筆する機会を得てからである。それ以前の筆者は、もとよ
りこの問題の存在は承知していたが、とくにこれを検討したこと かった。ただし、筆者は、だれが言ったかわからないこと、すなわち出所が不明な情報は信じないという を生活信条にして た。私生活でも、自分が在職する大学で職務を果たすさいにも、このような情報に基づい 行動することのないように心がけていた。また、政治問題や社会問題を取り上げる新聞を読み、もしくはテレビ放送 視聴するときにも 同様に考えていた。したがって、たとえば、テレビ放送で、顔 ぼかし、音声を変えてなされる発言は全面的には信用しないことにしていた。　
しかし、前述の判例批評を執筆するため取材源に関する証言拒絶権をめぐる判例・裁判例、学説を調べてい
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くうちに、たしかに、現実の社会では、取材源の秘匿が認められなければ、記者等の報道関係者への情報提供を躊躇する者ま は拒絶する者もいる あろうし、それゆえ、民主主義社会を成り立たせるために必要な報道に支障が出るであろうことが 理解でき ようになった
（（
（
。本稿でも、筆者は、証言拒絶権に比較衡量による制
限を課す比較衡量論 この考え方が判例のとるところであり、学説上も多数説であるにもかかわらず、反対し、比較衡量否定論を主張している。　
それでも、やはり、筆者には、発信者が明確にされてない情報を信じてよいのかという懸念を、払拭するこ
とができない。
（注）（
1）	
川嶋四郎「判批」リマークス三六号一二七頁（二〇〇八年）は「取材源黙秘権」という語の使用を提案している。
（
2）	
判例集未搭載の裁判は、戸田久「判解」 『判解民平成一八年』一〇二五頁注（
5）による。その他の文献の中にも、
判例集未搭載の決定例を紹介しているものがある。共同通信記者事件第一審決定の裁判日は平成一八年四月二四日としている文献もある。
（
3）	
石渡哲「判批」法研八〇巻一一号一一四頁以下（二〇〇七年） 。
（
4）	
かつては、事件（裁判）名を関係者の名前で表記する例が多かった。この事件も「島田記者事件」と表記されるこ
とがあった。しかし、最近は、人名ではなく会社名等で表記がなされる傾向である。本稿における表記もこれに従うことにする。
（
5）	
民事事件ではなく、刑事事件では、古くは、業務上の秘密に関する証言拒絶権を定める刑事訴訟法一四九条を新聞
記者の取材源 関する証言拒絶に類推することが き いとした、 「朝日新聞記者事件（石井記者事件） 」 （最大判昭
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和二七年八月六日刑集六巻八号九七四頁）がある。最高裁は判決理由において「憲法の右規定（同二一条のこと
─
筆者）の保障は、公共の福祉に反しない限り、いいたいことはいわせなければならないということである。未だいいたいことの内容も定まらず、これからその内容を作り出すための取材に関しその取材源について、公共の福祉のため最も重大な司法権の公正な発動につき欠くべからざる証言の義務をも犠牲 して、証言拒絶の権利までも保障したものとは到底解することができ い」と述べて、取材の自由にきわめて消極的な態度をとった。しかし最高裁は博多駅事件最高裁決定（最大決昭和四四年一一月二六日刑集二三巻一一号一四九〇頁）の決定理由において「……報道機関の報道が正しい内容を持つためには、報道の自由とともに、報道のため 取材の自由も、憲法二一条の精神に照らし、
十分尊重に値する
00000000
ものといわなければならない」 （傍点筆者）と判示して、取材の自由を重視する方向に転換し
た。これは実質的には判例変更だといわれることもある。また 本文で次に述べるように、後の北海道新聞事件では、民事事件において取材源に関する証言拒絶権が認められたが、 こには博多事件最高裁決定 影響があったといわれている
（
6）	
フレドリック・Ｓ・シーバート（伊藤愼一訳） 「ニュース源の秘密と法律」法時三二巻一号二六頁（一九六〇年） 。
（
（）	
この点については、前田正義「いわゆる取材源秘匿特権と萎縮的効果」阪法五三巻六号九九頁以下（二〇〇四年）
参照。
（
8）	
たとえば、佐藤幸治「表現の自由と取材の権利
─
取材源秘匿の権利を中心に
─
」公法三四号一三六頁以下
（一九七二年） 、戸田・前掲注（
2）一〇一五頁。
（
9）	
ただし、この事例においては、民訴法一九七条一項三号が同法二二〇条四号ハにより文書提出義務の除外事由とし
て準用されたのである。かつ、 「技術」が問題になったのであり、 「職業 秘密」が問題になった事案 ない。しかし、多くの文献が技術または職業の秘密に関する事項の証言拒絶権の説明のさい この判例を引用し いる。
（
10）	
大阪高決昭和四八年七月一二日下民二四巻五〜八号四五五頁＝判時七三七号四九頁。
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（11）	
谷口安平＝福永有利編『注釈民事訴訟法（
6） 』三二二頁〔坂田宏〕 （有斐閣、一九九五年）は、社会的・国家的に
認められない職業として売春斡旋業、殺し屋を挙げている。
（
12）	
筆者はかつて、報道であっても、芸能人のゴシップ報道をすることは、民訴法一九七条一項三号の「職業」に当た
らないと論じた（石渡・前掲注（
3）一二一頁） 。いまこれを改める。ちなみに、黒澤修一郎「判批」北法六〇巻一
号一五一─一五二頁 二〇〇九年）が筆者の改説前の見解を紹介している。
（
13）	
春日偉知郎「証言拒絶権」松本博之＝宮﨑公男編『講座新民事訴訟法Ⅱ』一四三頁、一五四頁以下（弘文堂、
一九九九年） 。谷口＝福永編・前掲注（
11）三一五頁以下〔坂田〕も一九七条一項二号の前身である旧民訴法二八一
条一項二号の拡張解釈の可能性を認める。
（
14）	
兼子一ほか『条解民事訴訟法』九九八頁以下〔松浦馨〕 （弘文堂、一九八六年） 、兼子一原著・松浦馨ほか『条解民
事訴訟法』 〇一頁〔松浦馨＝加藤新太郎〕 （弘文堂、第二版、二〇一一年） 、斎藤秀夫ほか編『注解民事訴訟法（
（） 』四三七頁以下〔斎藤秀夫＝東孝行〕 （第一法規、第二版、一九九三年） 、早田尚貴「証言拒絶権」門口正人編集
代表『民 証拠 体系第三巻』六八─六九頁（青林書院、二〇〇六年） 、秋山幹男ほか『コンメンタール民事訴訟法Ⅳ』一九二頁（日本評論社、二〇一一年） 、伊 眞『民事訴訟法』三八〇頁（有斐閣、第四版補訂版、二〇一四年）等。筆者もかつて多数説に従ったが（石渡・前掲注（
3）一一九頁） 、本文で次に述べるように、これを改める。
（
15）	
取材の自由が憲法二一条一項から直接導き出されるものであるのか、憲法二一条の趣旨に照らして尊重されるべきもので
あるに止まるのかは、議論の余地がある 、判例は後者のように解している（たとえば 注（
5）に引用した博多駅事件
最高裁決定） 小山剛「取材源の秘匿
─
取材源秘匿と憲法二一条
─
」法教二三六号二〇頁（二〇〇〇年）は、 「取材源
秘匿権は憲法二一条に親和的な権利であるが 憲法二 条の要請であるとまではいえない」と述べている。
（
16）	
東京高決昭和昭和五四年四月五日下民三二巻九〜一二号一四一二頁＝判タ三九二号八四頁。
（
1（）	 「民事訴訟手続に関する検討事項」法務省民事局参事官室編『民事訴訟手続の検討課題（別冊ＮＢＬ二三号） 』三五
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頁（商事法務研究会、一九九一年） 。
（
18）	 「民事訴訟手続に関する改正要綱試案」法務省民事局参事官室編『民事訴訟手続に関する改正試案（別冊ＮＢＬ二七号） 』二四頁（商事法務研究会、一九九四年） 。
（
19）	
飯室勝彦「改正民訴法から消えたメディアの証言拒絶権」法セ五〇一号九頁（一九九六年） 。
（
20）	
たとえば、中野貞一郎ほか編『新民事訴訟法講義』三一三頁〔春日偉知郎〕 （有斐閣、第二版補訂二版、二〇〇八
年） 、兼子原著・前掲注（
14）一一〇三頁〔松浦＝加藤〕 、秋山ほか編・前掲注（
14）一九五頁。
（
21）	
たとえば、松本博之「判批」リマークス二二号一二四頁（二〇〇一年） 、加藤新太郎「判批」ＮＢＬ七一七号七〇
頁（二〇〇一年） 、川嶋四郎「判批」 セ五六二号一二一頁（二〇〇一 、杉山悦子「判批」法協一二〇巻三号一九三頁（二 〇三年）は、同判例は比較衡量否定論を採る趣旨であると解しているのに対して、田邊誠「判批」ジュリ一二〇 号一 七頁（二〇〇一年） 、町村泰貴「判批」法教二四一号一五九頁（二〇〇〇年）は、比較衡量（利益衡量）の必要性を否定しているわけではないと述べている。
（
22）	
文書提出命令に関する事案であるが、最決平成二〇年一一月 五日民集六二巻一 号二五〇七頁がその決定理由に
おいて、ＮＨＫ記者事件許可抗告審決定を引用しつつ、比較衡量論を採ることを明言している。なお、戸田・前掲注（
2）一〇二三頁、一〇三三頁注（
39）参照。
（
23）	
ただし筆者は、以下の理由から、これらの決定例が比較衡量否定論を採っていると断言することを若干躊躇する。
読売新聞記者事件第一審決定は理由中で「……民事訴訟において 新聞記者にその取材源を尋ねる尋問は、
原則と
000
し
0
てすべて民事訴訟法一九七条一項三号に規定する『職業の秘密に関する事項』に当たり、そのような悪影響を考慮
してもなお取材源の開示を求めるのもやむをえない
特別の事情のある場合にのみ
0000000000000
、これに対する証言を求めることが
できるものと解するのが相当である」 （傍点筆者）と述べているが（月刊テーミス編集長事件第 審決定の理由も同様の趣旨を述べている。読売新聞記者事件抗告審決定には「特別の事情……」という文言はないが、証言拒絶には原
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則として理由がある旨の記述がある） 。このように、読売新聞記者事件第一審決定等は例外的に証言拒絶権が否定される可能性を認めてい のであるから、比較衡量論と比較衡量否定論との境界は流動的であるともいえる。この点につき、安達栄司「判批」ひろば六〇巻七号六一─六二頁（二〇〇七年） 、黒澤・前掲注（
12）一五五頁以下頁参照。
（
24）	
坂原正夫「判批」
L
aw
	School 一五号六五頁（一九七九年） 、柏木邦良「企業秘密と証言拒絶権」 『新実務民事訴
訟講座
2』一三七頁以下（日本評論社、一九八一年） 、小林秀之「証言拒絶権・秘匿特権」民商九〇巻四号九四頁
（一九八四年） 、同『新証拠法』一三三頁（弘文堂、第二版、二〇〇三年） 、小島武司「証言拒絶権の範囲
─
技術・
職業の秘密」伊藤眞ほか編『演習民事訴訟法
2』一七九頁以下（有斐閣、一九八五年） 、遠藤功「証言拒絶権の要件」
『民事訴訟法の争点』二六七頁（有斐閣、新版、一九八八年） 、菊井維大＝村松俊夫『民事訴訟法Ⅱ』五〇三頁（日本評論社、全訂、一九八九年） 谷口＝福永編・前掲注（
11）三二二頁以下〔坂田〕 、春日・前掲注（
13）一四六頁以
下、早田・前掲注（
14）七七─七九頁、河野正憲「判批」判タ一三一七号六二頁（二〇一〇年） 、秋山ほか・前掲注
（
14）一九六─一九九頁、兼子原著・前掲注（
14）一一〇三─一一〇四頁〔松浦
=
加藤〕 、高橋宏志『重点講義民事
訴訟法（ ） 』一〇四頁 有斐閣、第二版補訂版、二〇一四年） 、三木浩一ほか『民事訴訟法』二九 ─二九八頁〔三木浩一〕 有斐閣、第二版、二〇一五年）等。
（
25）	
川嶋・前掲注（
1）一二八─一二九頁、青柳幸一「判批」ひろば六〇巻五号七五─七六頁（二〇〇七年） 、松本博
之＝上野𣳾男『民事訴訟法 四八六─四八七頁（弘文堂 第八版、二〇一五年） 、松本博之「判批」ジュリ一三三二号一三〇─一三一頁（二〇〇七年） 、伊藤・前掲注（
14）三八一─三八三頁等。
（
26）	
坂田宏「取材源秘匿と職業の秘密に基づく証言拒絶権について
─
いわゆる比較衡量論について」ジュリ一三二九
号一五頁（二〇 七年） 。
（
2（）	
北海道新聞記者事件特別抗告審決定も最高裁の決定であるが、許可抗告制度がなかった旧民事訴訟法下の決定で
あったため、最高裁は、実質的な判断をせずに、証言拒絶を認めた抗告審決定に対する特別抗告を却下した。なお、
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そのために、ＮＨＫ記者事件許可抗告審決定が出るまでは、北海道新聞記者事件抗告審決定がこの問題に関する判例であった（民訴三三七条二項カッコ書参照） 。
（
28）	
本文で述べた考え方は、石川明教授が、旧民事訴訟法から現行民事訴訟法への改正が準備されている時期に、時
機に後れた攻撃防御方法の却下（失権）とのかかわりで発表された論稿（ 「民事訴訟における真実
─
民訴改正・失
権と関連して
─
」判タ八七二号四頁以下〈一九九五年〉 ）に示唆されたものである。筆者は既に本文で述べたのと
同じ趣旨の見解を主張し 石渡哲「民事訴訟における時機に後れた攻撃防禦方法却下の根拠」法研六八巻一二号二七三頁以下〈一九九五年〉 ） 。この考え方は、攻撃防禦方法の失権（民訴一五七条一項・二項・一五七条の ）のほか、本稿における考察の対象である証言拒絶権や文書提出義務の除外事由（同二二〇条四項イ〜ホ、とくにハ、ニ）にも当てはまる。
（
29）	
松本＝上野・前掲注（
25）四八六頁
	 、松本・前掲注（
25）一三一頁。
（
30）	
大工強「判批」金判一二二六号四頁、戸田・前掲注（
2）一〇三二頁注（
36）参照。
（
31）	
上田徹一郎『民事訴訟法』四七二頁（法学書院、第七版、二〇一一年） 。
（
32）	
抗告許可申立理由は、基本事件が国家賠償事件 あることを指摘している。最高裁は決定理由において、基本事件
が株価の下落や配当額の減少を理由とす 損害賠償であることを理由として、その社会的重大性は否定したが、国家賠償事件であることについては言及していない で、基本事件が日本法における国家賠償事件に当たることはとくに否定していないものと解される。戸田・前掲注（
2）一〇三二頁注（
3（）参照。
（
33）	
伊藤・前掲注（
13）三八一─三八二頁。
（
34）	
最決昭和五三年五月三一日刑集三二巻三号四五七頁。
（
35）	
戸田・前掲注（
2）一〇二九頁注（
32） 。
（
36）	
戸田・前掲注（
2）一〇二一頁、一〇二九─一〇三〇頁注（
33）参照。
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（3（）	
戸田・前掲注（
2）一〇二九─一〇三〇頁注（
33） 。
（
38）	
秘密の帰属主体が秘密の利益を放棄した場合には、証言拒絶権が認められないことについては、異論はない。伊
藤・前掲注（
14）三七九頁、秋山ほか・前掲注（
14）一九四頁等。
（
39）	
伊藤・前掲注（
14）三八二頁、松本＝上野・前掲注（
25）四八六頁、松本・前掲注（
25）一三一頁。
（
40）	
注（
3）に同じ。
（
41）	
シーバード（伊藤訳） ・前掲注（
6）三〇頁がこの間の事情を述べている。
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